
【目標】
○第５期介護保険事業支援計画に基づく着実な基盤整備
○介護人材確保育成のための高校での「福祉分野」の学科・コースの編成
○障がい者福祉サービス基盤整備
○障がい者の一般就労支援促進
○保育等サービスの充実

⇒ 4年間で約９００人の雇用創造を目指す。

【目指す姿】
➢高齢者が安心して暮らすことのできる社会の確立
➢障がいのある方が地域の中で安心して暮らせ、共に支え合う共生社会
➢子育て中の方が安心して働くことができる子育て王国鳥取の実現

【現場の意見】
〔介護福祉〕
①高齢者本人は在宅で住み続けることを希望しており、特養等施設整備と
併せて在宅サービス基盤の着実な整備も必要

②特に小規模事業者で介護人材の不足感がある一方、人材養成施設では
ミスマッチの問題などで就職斡旋に苦慮

③介護サービスの質向上のため、離職率の改善や資格取得支援を希望

〔障がい者福祉〕
①一般就労できるかどうか評価が出来ていない。職場体験等の体制不十分
②企業内での就労訓練スキル（障がい者への理解、指導方法）が不足
③法定雇用率未達成企業への働きかけが不十分

〔子育て支援〕
①働く女性に対する（育児等）支援策が必要
②保育等子育てサービスの質向上に資する体制整備が必要

【雇用創造への展開方向】
〔介護福祉〕
①「第５期介護保険事業支援計画」(H23年度中策定、計画期間

H24～26)に基づく、計画的介護基盤の整備
②介護人材の確保・育成、介護サービスの質向上の取組を検討

〔障がい者福祉〕
①サービス基盤の整備（通所系サービス事業所、グループホーム等設置支援）
②障がい者の一般就労促進 （生活支援充実、就労支援人材の育成、

受入企業拡大に向けた啓発・環境整備等）

〔子育て支援〕
①保育所機能の充実、認定こども園開設促進
②児童福祉施設でのサービス向上に資する体制整備
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【主な事業】 〔※㉔：24年度予算額、㉓：23年度予算額、単位：百万円〕
〔介護福祉〕
①鳥取県介護基盤緊急整備事業【継続】 〔㉔75、㉓285 〕
②介護職員離職防止対策事業 〔介護経営者向け研修〕【新規】 〔㉔0.5、㉓－〕
〔障がい者福祉〕
①障がい者施設整備・障がい者自立支援基盤整備事業〔㉔377、㉓2,193〕
②グループホーム夜間支援員配置〔㉔14、㉓15〕
③障がい者就労環境改善事業【新規】 〔㉔10、㉓－〕
④障がい者就業支援事業【拡充】 〔（新）ガイドブック作成〕 〔㉔26、㉓ 25〕
〔子育て支援〕
①放課後児童クラブ設置促進事業 【継続】 〔㉔18、㉓7 〕
②認定こども園設置促進事業 【継続】 〔㉔49、㉓150〕
③病児・病後児保育普及促進事業 【継続】 〔㉔5、㉓3〕
④低年齢児受入保育所保育士特別配置事業〔正職員選択制導入〕 【拡充】〔㉔134、㉓120〕

⑦ 福祉（介護福祉・障がい者福祉・子育て支援）
【現状・課題】
〔介護福祉〕 ①介護保険料や地域バランスを踏まえた計画的な介護基盤整備が必要

②介護人材の確保・人材育成及び介護サービスの質向上が課題

〔障がい者福祉〕①障がい者の地域移行推進のためのサービス基盤が不足
②障がい者一般就労に向けた企業開拓、生活面での支援が不足

〔子育て支援〕 ①女性の社会進出等により保育等ニーズは多様化・増大 ⇒ 幼保一体化推進及び病児・病後児保育の充実、保育や放課後児童クラブ等の質向上が必要

雇用創造目標 約９００人



福祉サービス充実による安心して暮らせる地域の実現

高齢者が安心して暮らすこ
とのできる社会の確立
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障がいのある方が地域で暮
らせ共に支え合う共生社会

子育て中の方が安心して働
ける子育て王国の実現

第５期介護保険事業支援計画
（期間H24～26）

県立高校での「福祉
分野」の学科・コース

の編成

介護職員離職防止
対策の実施

介護基盤
整備

介護サービスの拠点
整備

※認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ、
小規模多機能型居宅
介護事業所 など

介護人材
確保・育成

地域移行を進め
るためのサービ
ス基盤の整備

一般就労に向け
た企業開拓、生
活面での支援

一般就労に向け
た支援

障がい者福祉サービ
ス基盤整備

法定雇用率未達
成企業への働き
かけ

・ジョブコーチセミナー開催
・「生活支援員」増員
・工賃３倍計画事業 など

・障がい者支援施設、
障がい者サービス
事業所の整備

・グループホーム設置
支援

・障がい者雇用
助成制度の周知
等による啓発

保育ニーズ拡大、
保育・幼児教育
の充実

施設入所児童の処
遇改善など

放課後児童
クラブ

保育所等

児童養護施設

・機能の充実
（障がい児等受入等）

・保育所機能の充実

・サービス向上の
ための体制整備

認定こども園

・認定こども園の
設置促進 ・病児・病後児保育

充実
（※Ｈ２３単県補助

制度創設）

病児・病後児保育


